<Article>The International Business Environment and Marketing by アサモア ティオフィラス & Asamoah Theophilus
国際経営環境 とマーケティング
テ ィオフ ィラス ・アサ モア
1。 は じ め に
現代 における国際化あるいはグローバル化の特徴は,新 しいタイプの国際
経営環境 を企業が経験 しているという点 にある。企業 は,機 会,チ ャレンジ,
また問題 をももた らすダイナ ミックな経営環境 にます ます直面 している。多
くの企業 は,新 しい経営環境 の出現の結果,国 際化 した り,あ るいは国際化
しなければならな くなった。ほとんどの企業は,国 際環境 によって引き起 こ
され る状況 を,経 営活動 に従事するための自国にはない機会 と見な している。
しか しなが らそれ と同時 に,多 くの外国企業が自国の市場 に参入するにつれ
て競争が激 しくな り,企業はまた国内市場で も激 しい競争が強いられること
となった。 これ らの機会,チ ャレンジ,そ して問題 は,経 営においてその競
争性 を高めるために,資 源の効率的な使用,継 続的な改善の追求,創 造性,
革新性 を迫 られることとなった。
これ らの要因 は,国 際/グ ローバル経営にとり非常 に重要 となって きた。
さらに一般社会やグ リーン ・ピースのような環境団体 などの様々な非営利組
織 に見出せるの と同様のことが,企 業が直面 している国際環境の中で もます
ます見出せるようになった。 この状況 は,企 業や一般社会 によって国際経営
環境 における企業の役割 を高めるもの と考 えられてきた。 この傾 向は経営が,
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国際経営環境の要求 に見合 うことのできる戦略を見つけ発展させねばならな
いことを示 している。 また企業 は,国 際経営環境 の中でその目標 を実現 し,
企業の社会的責任 を果たすために効果的な経営プロセスを計画 し実現す る必
要がある。
これ ら国際経営環境 の諸要因 を理解 し対応することは,企 業 にとって非常
に重要な課題 となった。国際経営環境 によって もた らされた機会,チ ャレン
ジや問題 は,財 務 マーケティング,人 事,生 産 など様々な経営機能の境界
を越え出るようになったように思われる。 しか しなが ら,マ ーケティングは,
他の経営機能の活動 を同一化 し,分 析 し,コ ーディネー トす る場合において
経営者に寄与 し,ま た経営者の意思決定を実現させ るうえでより良い位置に
ある。 さらに,企 業の国際化/グ ローバル化において,マ ーケティングは,
必ず国際化 されている企業の経営機能 の内で第一の経営機能である。
2.本 論 文 の 課 題
この論文の課題は,企 業が直面する国際経営環境問題 を再考察することで
ある。企業に関す る伝統的な国際経営環境論の多 くは,環 境 を多かれ少なか
れ静的なもの として見てきた。だが この論文ではむしろ,動 的である新 しい
国際経営環境に力点 を置いている。 そこで この論文では,国 際経営環境に関
して従来の観点 とは異なる新 しい特質を提示 したい。そして,国 際経営環境
を取 り上 げるための新 しい戦略方法論を導入す るために,マ ーケティングと
いう観点か らのイ ンテ リジェンス ・システムを使用す る。
具体的にはこの論文 は3部 で構成 され る。はじめに,国 際経営の特徴 とそ
の範囲が,今 日のその発展的議論を含めて論 じられる。 また国際経営の意味
を明 らかにしたい。次に,国 際経営環境の諸要素 を見出し,マ ーケティング
という観点か らそれ らの国際経営環境に対するインパ ク トについて も明 らか
にしたい。そして最後に,マ ーケティングの観点か らのインテ リジェンス ・
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システムを使用することによって,国 際経営環境における機会,チ ャレンジ,
その問題を,情 報源 としてのインターネッ トを含めて検討する。
従来,企 業が直面する国際経営環境では,経 済的,政 治的/法 律的,地 理
的/物 理的要因などのような国際経営環境の構成要素だけが議論 されてきた。
グローバル規模でのインテ リジェンス ・システム とは,こ の論文では,国 際
経営環境の重要な新 しい要因 としてだけでな く,国 際経営環境要素の調整 と
組替 えを可能 にする要因 として論 じてい く。インテ リジェンス ・システム と
しての基盤 は情報である。グローバル化に見合 う最近の情報 システムはイン
ターネッ トである。国際経営環境の諸要素を調整 し組替 えるためのインター
ネッ トの有効性 を,マ0ケ ティングの観点か ら論 じたい。 さらにインターネ
ッ トの特徴を論 じたい。なぜな ら,イ ンタ0ネ ッ トはインテ リジェンス ・シ
ステムの土台を形成す るもの と考 えられるか らである。 またインターネ ット
について考察することによって,イ ンターネ ットが経営環境の もう1つ の要
素であることを明 らかにしたい。
3.国 際経営 の特徴 とその範囲,そ して環境 に対 す るイ ンパ ク ト
経営学の多 くの研究 は国内に関する研究が中心であった。研究者 は時 とし
て,自 国の経営について研究 を行 ったにもかかわ らず,多 くの場合 において,
そのような断 り書 きはなされず,暗 黙の了解事 となっていた。 このような自
分 自身の国を中心 とする考 え方はほ とん どの国に存在す るが,理 解できるこ
とではある。 しか しなが ら,こ の国内中心主義 は,実 際の経営の世界 とは非
常 に大 きなギャップが存在す る。 このような国内中心主義は,研 究者だけで
な くsグ ローバル企業の多 くの一般職員 にも見出せる。グmバ ル企業にお





国内経営 という用語 はそれ自体 は存在 しないが,国 際経営 という用語 と対
比 して使用される。 しか しなが ら,国 内経営 という用語には,環 境のすべて
の要因がすでに与 えられ,経 営の範囲が国内全体 もし くはその一部 にもかか
わ らず一定であるという意味で使用 されている。 さらにこのような環境要因
は,受 入れ られ,予 測でき,無 視できる制約 とも見なされている。その結果,
企業の業績は環境要因 を考慮 にいれることなく評価 される。環境要因が考慮
されるのは,異 なった国の企業 との経営の比較研究や比較分析の場合である。
例えば,日 本企業の経営 は,米 国の企業の経営に対比 して行われ る。 このよ
うな国内での実際の経営の比較研究で も,企 業の国際経営 という特徴 をすで
に持っているとも見なされるべ きか もしれない。
4-2国 際経営
伝統的に,国 際経営は,異 なった政治体制の間で行われ るあ らゆる種類の
経営活動(国境 を越 えて行われる1つ の企業 によるあらゆる種類の経営活動)
を含めて定義 される。 このような国際経営には,基 本的に,技 術や労働,輸
送,資 本のような商品やサービスを含めた様々な種類の経済資源が含 まれる。
国際経営はまた,国 際市場で経営 目標を達成するために企業が行 う様々な
ユニークな国際経営上のプロセスを含む。 さらに国際経営 は,企 業が外国で
活動を行 うときに生 じる個別的な機会,チ ャレンジ,問 題 を取扱い,ま たラ
イバル企業,パ ー トナー,エ ージェン ト,顧客 をその範囲に含む。特 に学術
研究の観点か ら国際経営は,経 営論の最 も広いそして最 も一般 化 された研究
と言えよう。 というのは,伝 統的な経営論 は国内マーケットにおける企業を
その研究対象 としていたか らである。だか らと言って,国 際経営は国内の企
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業活動 を研究対象 としないというわけではない。 したがって,国 際経営 は国
内市場の国際化から生 じる国内での機会,チ ャレンジ,問 題や,外 国企業の
国内市場への参入をも取扱 う。
国際経営では,企 業が海外の市場や競争企業 をもはや無視できない という
事実か らもますます重要にな り関心を持たれている。国内経営に付属品のよ
うに国際要因を付け加 えて も,国 際経営活動を検討 した り,記 述 した り,説
明 した りするための フレームワークとしては十分ではあ りえない。国際経営
はまた,国 際経営活動 を行 うための主な手段 を研究 した り,分 析 した り,記
述 した り,説明 した りすることを可能にす る。 さらに}多 国籍企業や トラン
スナショナル企業,国 際企業 というような国際経営を行 う企業の企業展開は,
それ 自体のコンテクス トで分析 されなければな らない。 しか しなが ら,国 際
経営は研究領域あるいは活動領域 として独立 した領域ではあ りえないという
議論 もまたなされてきた。 この議論 は,経 営の機能的領域で得 られた概念 は
他の領域や場所 においても適用 されるとい う主張 に基づいてなされている。
この議論は,経 営についてのある概念や実践が普遍的な適用性 を持 ってお り,
1つの市場 あるいは1つ の国か らもう1つ の国へ と移 し入れることが可能で
あるという点を強調するものである。経営の普遍的特徴に関するこの主張 は,
特に経営の技術的な側面について当てはまる。 さらに経営に関する概念や実
践 の中にはなん らかの方法で,あ る市場 の需要に適合するよう修正がなされ
て きた。 またある状況では,ま った く新 しいアプローチが国際市場での消費
者や市場の必要性 に適合するように採用 されてきている。
また,も う1つ重要な国際経営に関する現代世界の傾向 として,経 済,政
治,貿 易などのブロックの創設や設立がある。例 えばここでは4つ しかあげ
られないが,EU,APEC,ASEAN,NAFTAなどがある。ブロックのメン
バーになった国々の企業は,一 般的 にこのブロック内の母国以外での活動 に
向かうよう促 されることとなった。特にこのことは,ブ ロックに属する大企
業に該 当す る。ブロック創設の結果,ブ ロックの国の中だけで活動 を続 けよ
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うとする企業 は,同 じブロック内の他国の中で,強 い競争力を持つ企業 との
競合 に直面することとなった。
5.国 際経 営 のパ ター ン
国際経 営の異 なったパ ター ンが これ まで提示 されて きた。 これ らのパ ター
ンはほ とん どの場合,経 営活動 で主 な変化 にお ける企業 には困難 さや高 い リ
スクが存在 す る とい う主張 に基 づいてい る。 その結果 として企 業 は,活 動の
展 開の過程 で1つ の国内市場 か らもう1つ の市場 へ と経営活動 を組織 的 に展
開す るよ うになる。 このアプロー チは,マ ーケテ ィングの観点か ら取 られ て
い る。 とい うのは,国 際化 す る最初 の段階 での企業 の動 き とは,企 業 の イン
プ ッ トとして,生 産活動 に使 用す るための財 を海外 か ら購 入す る ことよ りも,
ア ウ トプ ッ トとして,製 品販 売 による海外 へのマ ーケテ ィング活 動 にあるか
らであ る。 国際経 営のパ ター ンは また,国 際経営活動 の範 囲や程度 において
企業 を分類 す るの に使 用 され る。よ く引用 され る分類 の1つ は,リチ ャー ド・
D・ロビンソン1)による分類 で ある。 ロ ビン ソンは,マ ーケ テ ィングの観 点か
ら企業 の国際経営 の展 開の方向性 に重点 をお いた。 また国際経営のパ ター ン
に関 して よ く引用 され る ものの1つ は,ハ ワー ド・V・パール ミュ ッタz)に
よる。パ ール ミュ ッター は,企 業が国際化す る際 の企業 の経営 の特徴 に焦点
を当て た。 ミラ・ウイ ング)は,米 国企業 の国際経営 のパ ター ンを得 るために
米国企業 の歴史的 展開 を研究 した。衣笠 洋q}は 日本企業 の国 際化 のパ ター
ンを研究 した。 国際経営 のパ ター ン化 の数 は,こ の よ うに学者 にお いて また
彼 らの前提 において異 なって いる。 しか しなが ら,主 に4つ の基本的 な国際
経 営活 動のパ ター ンが,国 際企業 のパ ター ンの共通 の前提 として見 出 され る。
産 業 にお いて も国際経営 のパ ター ンは企業 ご とに異 な ってい る と主張 され
て きたが,ほ とん どの理論 やケース ・ス タデ ィにおいて基本 的 に4つ にパ タ
ー ン化が な され る。 この4つ のパ ター ンは,企 業の意思決定 におけ る国際活
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動の重要な機能 によって分類 されている。 また これは,国 際化 を視野 にいれ
た経営の観点 にも基づいている。先の分類でも明 らかであったが,こ のよう
な分類 は,企 業が一連の成長過程 あるいは段階 を経て成長するとい う観点か
ら,企 業が発展性 という点 に重点 を置かれている。 この様 な成長は,企 業が
活動する市場経済において生 じて くる。市場経済における企業の国際経営活
動 には主に2っ の次元がある。インプッ ト市場 は,生 産で直接的あるいは間
接的に使用 される財 を提供 し,ア ウ トプッ ト市場 は企業 によって生産 される
製品やサービスを供給する。単純化 された国際経済 は下の図1の ようになる。
マーケティングの観点から,発 展段階アプローチにより,市 場へ供給 され
る製品/サ ー ビスを含む国際経営活動の段階性が明 らかにされ る。それぞれ
の段階のお もな特徴 は表1で 示される。
5-1国 際経営の第1段 階


























































(出所)ク リス トフ ァー ・コー ス5)から修 正 して採 用 した(p.7)。
企業は間接的に国際経営活動 に参加 している。 とい うのは,企 業の製品は第
三者である企業 によって輸出されることもあるか らである。 このような第三
者 としての企業 は,販 売代理店や税関ブローカ7あ るいは総合商社などで
ある。 この段階では,外 国企業に生産のための技術使用がライセンスされる
場合がある。輸出/輸 入は,生 産する企業の既存の課 において取扱われる。
海外市場は,生 産企業に とって国内市場 と同一視 される。
5-2国 際経営の第2段 階
この段階で,企 業 はその企業の国際経営を自覚的に開始す る。企業は直接
的にであれ間接的にであれ国際経営に参加す る。直接参加の場合,企 業 は海
外において販売代理店を必要 とする。企業 は主要な市場 としての地域ブロッ
クを有利 に利用できるか もしれない。 しかしなが ら,国 際経営は,本 社の国
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際課 によって直接行 われ る。 この場合,販 売代理店 はプローカ0で あった り
デ ィー ラー,あ るい は流通 業者で あった りす るか もしれ ない。
5-3国 際経営の第3段 階
この段階のお もな特徴は,海 外 に常勤のスタッフを駐在 させ ることである。
マーケティング活動における直接投資 はこの段階で行われるか もしれない。
企業 は,ジ ョイン ト・ベンチ ャー企業を通 して生産するか もしれない。 この
段階では,企 業 は海外で生産 されるその母国企業 と関連のある製品へのイン
プッ トを供給することもある。国際経営の運営は本社 にお ける部で直接指揮
される。
5-4国 際経営の第4段 階
最終段階 は,企 業 にとって国内市場がグローバル市場の一部 と見なされる
段階である。企業経営 は全世界的規模 を視野に入れて行われる。地域 ごとの
本社 はその地域の経営 を担当する役割が与 えられる。製品は世界的規模で生
産 される。その場合,国 内市場はグローバル市場の一部 となる。標準化に基
づいたグローバル ・マーケティング戦略が採用 されるであろう。他の国際マ
ーケティング ・アプローチは,企 業の国際マ0ケ ティングの中のある市場の
ニーズに見合 う場合 に使用されるか もしれない。
国際経営の発展段階や国際経営のパ ターンは,企 業が消費者や顧客のニー
ズに応 えてい くという観点から見れば異なって くると言えよう。 しか しなが
ら,上 記の4段 階を使用するとすれば,こ れ らマーケテ ィング活動の4段 階
に見 られる第1の 重要な要因は環境であることが理解できる。企業が国際マ
ーケティングを展開すればするほ ど,以 下の3つ の主要な外敵要因 に直面す
る。すなわちそれ らは,国 内要因,海 外要因,国 際/グ ローバル要因である。
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6.環 境
国際経営の環境 は,企 業の活力,活 動,発 展にインパク トを与 えるあらゆ
る要因の全合計 として定義で きる。 これ らの要因 は,企 業の内的力 と企業の
外的力 とに分類で きる。ロバー ト・バー トルズ6)による環境 という概念は,経
営についての解釈 という場で環境 を提供 しようとしている。バー トルズの主
張はs環 境 をただ認識することと環境 を概念化す ることとはその段階が異な
るということである。次の段階 としての概念化によって,国 際マーケティン
グと比較マーケティングそれぞれについての理論の構築が可能 となる。バー
トルズは,環 境か ら2つ の抽象化 された要素 を取出 した。 それ らは図2で 示























(注)国 外 とは,国 内活動 と外 国での環境 を指 示す るた めに使 用 されてい る。
Aは 国内市場 を表 わす。Cは 国内市場 を表わす。
Bは海外市場 を表 わす。Dは 海外市場 を表わす。
(出所)ロ バ ー ト・バー トル ズ(p.59)から修正 している。
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2つの国での経営活動の比較が記号A:Bで 表示される。 この比較 は,も
し国際経営の観点か ら見れば分析的でないような単純 な記述的言明を与 えて
いる。同様の ことは,企 業が活動する環境の比較 を示す記号C=Dも に当て
はまる。記号A:CとB:Dの 関係は環境概念の言明 と言える。 これ らによ
れば,=複雑な要素か らなる環境への経営 システムの方向づけによって しばし
ば,こ れ らの要素は経営/財 務,地 理/物 理,社 会/文 化,政 治,法 律,人
的資源 として分類 され る。環境における地理/物 理要素は公的機関の活動 に
よってはほとんど変化 を被 ることはないけれ ど,他 の要素は国際的性格 を決
定する公的機関 と私的企業の間の相互活動か ら規定 されるといえる。




ここでの国内環境 に付け加えて,経 営に関する意思決定や活動に影響 を与 え
る国家間のそして国際的な環境 が明 らかに存在する。企業の活動が行われ る
環境 は,ま ず初 めに国家の主権 によって創造 され る。 これは2国 間の協定や,
あるいは地域 ブロックに基づいているであろう。 これは国家間の環境 ともい
えよう。国際環境の次の次元は多国家間の協定に基づ く集団的な利益機関に
よって創造 され る。例 えば,国 際コー ヒー協定,GATT,IMF,世 界銀
行,国 際労働機関などである。 これ らの特徴 については図3を 参照 していた
だきたい。
図3は この論文のはじめに述べた国際経営環境概念 を示 している。 これは
公的機関 と私的企業の活動 の相互作用 を表示 している。 しばしば経営学での
研究論文では環境 はAと して示 されるということが前提 となっている。それ
は私的企業間の交互活動 に焦点を当てている。国際経営環境 は,B,C,D,
E,Fで 表現 され る。
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(出所)ロ バ ー ト ・バ ー トル ズ か ら修 正 して 採 用 した(p.so)。
は国民に とっては有利 に働 くことも不利 に働 くことも有 り得 る。例 えば,輸
出や また調査,公 正な貿易,投 資の保証 をともなう直接海外投資に とっては
有利 に働 く。 ところが他方,輸 出/輸 入規制,反 トラス ト規制,投 資規制 に
とっては不利 に働 く。国内企業 と取引 を行 う外国企業への影響,輸 入関税,
非関税規制,投 資に対する刺激策,ジ ョイン ト・ベ ンチャー規制 などがさら
に例 として上げられ る。 このことはDとEに よって示 されている。 しばしば
Fで示 され るような他国間の協定 に直接影響 を及ぼす国家間そして国際間決
定要因 は基本的に各国政府の間に存在する。Fは,共 通市場,自 由貿易 ゾー
ン,通 商条約,国 際機関,地 域機関などの設立を含んでいる。 これ らそれぞ
れのパ ター ンか ら,国 際経営,特 にマーケティングにおける政府的/法 的,
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経済的,地理的/物理的などの国際経営環境要因が導かれる。
7.国 際経営環境 のマーケテ ィングに対 す るイ ンパ ク ト
国際経営環境 のマーケティングに対するインパ ク トは国際活動の程度 によ
ってさまざまな形態をとる。図の4か ら7(出 所:C .M.Korth)において,
国際経営の中心核 あるいは焦点 としてのマーケティング,経 営活動に対す る
国際経営環境の特徴 とインパク トが説明され る。
図4は,そ の国内環境の中で活動 していた企業においてのみ見出だせるイ
ンパ ク トや関係性を示 している。企業が環境 に影響を与 えることもあるし,
また環境が企業 に多大のインパ ク トを与 えることもある。 この段階での環境
はしばしば0定 であると見なされ る。 したが って,経 営か らはほとんど注意
が払われていない。 しか しなが ら,こ の段階での環境要因が外国企業の観点
か ら見 られ るとすれば,こ れ らの要因は注 目され るべ き媒介変数 となる。さ
らにそれ らは,輸 出マーケティングを促進するかあるいは妨げるかの要因 と
なる。 これ らの例 は,歴 史的要因や経済的要因か ら,さ らには日本の製造企
業の国際経営活動 を仲介 してきた総合商社の活動 を促進させた諸要因から伺
い知 ることができる。
図5は,異 なる2つ の国に位置する2つ の企業のパターンを提示する。 こ
の段階の環境要因は,国 際経営活動 において見出だされうる。 しか しなが ら,
企業の取引は経営活動における幾つかの領域 に限定されているので,そ のイ
ンパ ク トはそれ程強烈でないかしれない。 さらに,も し厳 しい国際環境条件
の結果,企 業が撤退するとしても,そ の経営活動 にとっては比較的小 さい損
害で済むであろう。 この段階では,経 済的合理性がしばしば主な動機付けの
要因である。 ここでの状況や位置づけは図5に おいて提示 されている。それ
ぞれの企業 は,国 際経営活動の部分的役割 を演 じている。 しばしば この段階
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国 際機 関:世 界 通 貨 シ ス テ ム,外 国為 替 市 場,ユ ー ロ市 場,多 国 籍 機 関
(出所)Korth,C.M.,InternationalBusiness,p.16から修 正 して採 用 した 。
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図6は,マ ーケティングに対す る国際経営環境の強いインパク トの最初の
段階を示 している。ほ とんどすべての国際経営環境要因は,企 業のマーケテ
ィング活動に影響 を持つようになった。 しか しなが らtジ ョン ト・ベ ンチャ
ーや輸入マーケティングを通 してそのインパ ク トは小 さ くされる。すべての
国際経営環境要因のうち,関 税や,他 の貿易,交 換,資 本についての管理 よ
うな経済/財 務要因は将来のマーケティング活動を決定 した り障害 となった
りする。大部分の製品は国内において生産 されるので,そ れらは企業によっ
て比較的管理が可能である。
図7は,経 営活動に対す る国際経営環境のインパ ク トが検討 されるとき,
しばしば国際経営環境の程度だけが前提 されていることを示している。この
段階では,企 業の国際化,ト ランスナショナル化,グ ローバル化 とい う特徴
は,国 際経営環境による直接的な影響 を受けている企業のあらゆる機能セク
ターに見出だされる。 この段階でのマーケティングは,経 営機能 の調整や設
置 を含めて国際経営活動 において中心的な役割を演 じ続 けている。政治的観
点か らは,政 府間の協定が中心的な役割を演 じている。 しか し,数 量の明確
化 を焦点に長年に渡 って行われてきた 日米 自動車交渉のように,貿 易紛争を
解消するために形だけの協定を結ぶ場合 も結構ある。カルテルや,国 際 コー
ヒー協定の ような商品協定 もまたこの例 として取 り上 げられる。牛肉,オ レ
ンジ,自 動車,半 導体などの日米協定のような2国 間協定 は,特 定の製品や
産業に限定されたこのような協定の例である。 日本 とガーナの協定 はの場合,
製品,サ ービス,貿 易取引な どのあ らゆる範囲を取 り扱っている。ガ ットの
ような多国籍間の協定 は,日 本の米市場 に大 きなインパク トを与 えてきてい
る。政治的イデオロギーは,旧 ソ連邦でのように大 きな力を持 っていた。カ
ン トリー ・リスクは,国 際経営環境での重要な要因である。海事法,紛 争調
停,財 産の保護(知 的財産 を含めて)は,国 際経営での法的 ・政治的環境 と
して重要な要因である。
国際経営の金融要因を含めて,経 済要因はマーケティングに大 きな影響 を
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HO=本 部 本社Mg=製 造,RD=R&D,Fg=財 務
RO=リ0ジ ョナ ル ・オ フ ィスMIS=マ ー ケ テ ィン グ ・イ ン フ ォメ ー シ ョン ・
マ ー ケ ッ ト(主 要 国)シ ス テ ム
HR=人 的 資 源
(出所)ロ ー ゼ ンバ ー グ よ り。
持 っている。経済環境の重要な部分 は,経 済発展の段階(例 えば,先 進国,
新興工業諸国,発 展途上国,産 油国)で ある。円や米 ドルの関係で説明され
るような外国為替 は別の要因である。為替要因は,為 替の変動,金 融市場へ
の政府の介入,金 融市場 それ自体 を含む。 また,商 業銀行の機能,為 替ヘ ッ
ジ,為 替取引,国 際金融市場 なども外国為替要因に関連 している。国際機関
や通貨制度は,発 展途上国が,特 にマーケティングを行 う際 に重要である。
この ような国家間の金融機関 は国際経営で重要な役割 を演 じている。 これ ら
は,輸 出入銀行,AFID(AgencyForInternationalDevelopment),I
MF,世 界銀行,ま た補助的金融機関 としてのUNESCOな どがその例で
ある。
均衡の とれた貿易 を実現するために,通 商政策や保護主義が問題になる。
現在の日米,米 韓,米 台貿易交渉 を見れば明 らかである。 このような保護主
義は歴史的な背景 を持 っているようである。 それ らには関税,輸 入税,数 量
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制度,輸 入禁止,非 関税障壁 などがある。
地理的 ・物理的環境要因はしばしば製品や海外駐在員 に対する機構の問題
という形で論 じられる。環境要因 は製造施設の場所,流 通 システム,価 格決
定にも影響 を与 えるか もしれない。地理的 ・物理的環境要因は,最 近マーケ
ティングにとってはそれ程影響 を持 っていない。 というのは,輸 送や通信手
段の進歩のためである。
国際経営の社会文化的環境 は,構 成論や実践論の観点か らマーケティング
を取 り扱 うとき長い間難 しい領域 とされてきた。 その国の文化,歴 史,社 会
関係,人 間関係,組 織関係,文 化間コミュニケーション,社 会構造 はマーケ
ティングでは以前から問題 とされてきた。
しかしなが ら,図8で 示 されたようなグローバル企業を支持するような組
織体系の展開において,標 準化 に基づ くマルチ ・ドメスティック ・マーケテ
ィング,国 家間マーケティング,地 域マーケティング,グ ローバル ・マーケ
テ ィングの組合わせは国際経営環境 によるチャレンジに応 えるために必要 と
なる。
8.国 際経営環境 に対 す る新 しいチ ャ レンジ
この論文の課題の ところで言及 したように,伝 統的理論 は国際経営環境 を
多かれ少なかれ静的な もの と見 る。 しか しなが ら,国 際経営環境の諸要素は
非常に速 く変化 してきた ことが明 らかになって きた。特に,経 済要因 と政治
要因はほ とん ど瞬間毎 に根本的な変化を被 っている。国際経営環境の要求に
応 えるためのマーケテ ィング能力はほとんどの場合,環 境に関する最新の情
報 に基づ くこととなる。 しか しなが ら,国 際経営環境 に関連する理論は,環
境 インテリジェンスが,そ の要因 さえ見出だせれば,容 易 に入手できると仮




8-1国 際経営,環 境インテ リジェンス,マ ーケテンィグ
マーケティングに対す る国際経営環境 の諸要素 としてのインテ リジェン
ス ・システムはs国 内レベル,国 家間(外 国)レ ベル,国 際/グ ローバル ・
レベルか ら検討できる。それは,最 新の情報 を獲得 しようとする国際経営環
境の加速的な動的特質のためだけでな く,国際経営環境 は国際化/グ ローバ
ル化市場への対応によって継続的に再定義 されるか らである。マーケティン
グ機会 を理解 した り,応 用 した り,中止 した りする能力は,継 続的で,動 的
で,集 中的で,総 合的な分析 と,国際経営インテ リジェンスの解釈に依存す
る。 インテ リジェンスという用語 は企業外部か ら獲得され る情報源 を意味す
るシステムを含めての情報 を規定するために使用 されている7)。このチ ャレ
ンジに対 して非常に有望な情報源 としてインターネッ トが考 えられる。
8-2イ ンターネ ッ ト
イ ンターネ ッ トとは,コ ンピュー ター を使 用す る人々 か ら構成 され るコ ミ
ュニテ ィー を相互 に接続 した グローバル ・ネ ッ トワー クであ る。 コン ピュー
ターのユーザー は,企 業,教 育機 関,研 究機関,政 府機 関,そ して」般 の愛
好者 であ る。 イ ンターネ ッ トは1998年までにはユーザーが1億 人 を越 える と
推定 されてい る8)。イ ンター ネ ッ トに関 して は次 の4つ の重要 な特 徴が あげ
られ る。(1)遠隔地 か らの資料 の取寄せ。(2)電子 メイルの送信 と受信。(3)ニュ
ース ・グル ープへのア クセス。(4)遠隔地 にあ るアプ リケー シ ョンの利 用9)。こ
のネ ッ トワー クにアクセ スす るために は,パ ー ソナル コ ンピューター,モ デ
ム,コ ミュニケ ーシ ョン ・ソフ トウエアーが必 要で ある。共通 のプ ロ トコル
を使 った ホス ト ・コ ンピュータ0に 接続 したユーザーの集団 をワイ ド ・エ リ
ア ・ネ ッ トワー ク(WAN)と い う。 ネ ッ トワー クへ の参加者 は個人 のパ ー
ソナル ・コンピュー ター によって ホス ト ・コ ンピューターに接続 した端 末の
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ユーザーで ある。WANに は様 々 な形態が存在 す る。研究 ネ ッ トワ ・ークで あ
るARPAイ ン ター ネ ッ トとCSNETイ ンターネ ッ トは米 国の政府機関 に
よって管理 されてい る。他 のWANは 企業 の ネ ッ トワー クであった り,同 じ
興味 を持 った参加者 による共 同WAN,商 業WANが ある。WANで は掲示
板 を持 つ こ とはで きないが,重 要 な情報源 が そ こには存在 する。
イ ンターネ ッ トの ようなネ ッ トワー クを通 して高速 通信 によ る情報伝 達 は,
国際経営環境 にあ る企業 の生 き残 りに とって重要 とい うよ り致命 的 な意味 を
持 ってい る。 また,こ れ らの媒体 を利用 して顧客 や消費 者 に情報 を提供 で き,
マー ケテ ィングの手段 ともな る。電 子 メイル はe-mai1と呼 ばれ,現 在 もっ と
も人 気の あるアプ リケー シ ョンであ る。 これ は1時 間あ るい は数 日かか る仕
事 を数秒 か ら数分で成 し遂 げ るこ とがで きる。 そ してグルー プの情報交換 が
可能 であ る。 インター ネ ッ トは主要 な戦略的 イ ンテ リジ ェンス と情報 が可能
にな る。クローニ ンやオーバ ー フェル トによる研 究lo)によれ ば,イ ンターネ ッ
トを使用 してい る大企業 も中小企業 も,競 争 の厳 しい経営環境 で優位 に立 ち,
マーケテ ィングの分野 で成功 している と主張 され ている。 さらに この研究 は,
創造的 で,広 範 な,ソ フィステ ィケー トされた イ ンターネ ッ トの使 用が,よ
りよいマーケテ ィングの結果 を作 り出す と指摘 して いる。 そ して彼 らは,イ
ンター ネ ッ トを使用 す るこ とによって環境 を評価 す る ことが容 易 になった と
ア ンケー トの解答者が答 えてい るこ とを報告 してい る。
イ ンター ネ ッ トをは じめて利用 す るこ とは難 しい ように見 えるか もしれ な
い。 しか しイ ンター ネ ッ トに備 わってい るい ろい ろなオプ シ ョンによってそ
の使 い方 は比較 的簡単 になる。 イ ンターネ ッ トは国内そ して国際 的に巨大 な
ネ ッ トワー クであ る。 米国で国 内的 に主導的立場 にあ るのは,USNational
InformationInfrastructure(NII)であ る。 このネ ッ トワー クは,経 済,
政治,そ して他 の関連 す る要素 に関す る情報 を入手 す るの に便利 で ある。他
の情報 のプ ロバ イダー として は,国 連,ヨ ー ロ ッパ連合 な どが あ る。 クロー
ニ ン11)は,新しい情報 や特殊 な情報 に関す る多 くの情報源 を提示 してい る。こ
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の こ とを説 明 す る た め の1つ の 具 体 的 な例 は,世 界 銀 行 のMultilateral
InvestmentGuaranteeAgencyの情報 であ る。 これ は,グ ローバ ルな情報 の
デー タベー ス ・システムであ る。 これ は60か国以上 の国々 に関 す る経済金 融
情報 を提供 して いる。
9.結 論
イ ンテ リジェ ンス ・システムは様 々な形 態 を持 っているが1国 際化 の程度
に応 じてイ ンター ネ ッ トの利用 も様 々な形態 を持 って い る。国際化 の第1段
階 で は,企 業 の インテ リジ ェンス ・システムの基盤 としてイ ンターネ ッ トの
使用 は主 に国内市場 に限 られ るであ ろう。 イ ンテ リジェ ンス ・システムの展
開,使 用,そ して運 営 の基盤 としてのイ ンターネ ッ トの利 用 は,第4段 階 の
完全 な段 階 に達 す る まで企業 の国際化 の程度 に応 じて増加 す る。
さらにイ ンターネ ッ トは,政 治/法 律 的,経 済/金 融的,社 会/経 済的,
地理/物 理 的要因 な どに関す る動的 イ ンテ リジェンス ・システム の主要 な情
報源 の1つ とな るで あろ う。 これ らの環境要因 は,ハ ー ドウエ アー とソフ ト
ウエアーでの発 展 に したが ってマル チ ウイ ン ドーの よ うなコ ンピューター技
術 によって収集 し分析 され るで あ ろう。 しか しなが ら,イ ンター ネ ッ トは情
報,プ ログ ラム,ネ ッ トワー ク ・システムな どか らな って いる。 したが って,
イ ンターネ ッ トの効 果的 な使 用 は}ヒ トや技術 へ どれ程投 資 したか に基づ く。
そ して適切 で重 要な情報 をいか に効果的 に速 く見 出だせ るかが,企 業の適切
なイ ンテ リジェンス ・システム の構築 のため に必 要 とな って くる。 イ ンター
ネ ッ トにおいて,企 業 の社会的責任 は,顧 客,消 費者,ま た一般 の人 々 に よ
って絶 えずテス トされ る。 イ ンターネ ッ トはギブ ・ア ン ド ・テ イクの原則 で
成 り立 ってい るので,社 会的 に有益 な情報 を提供 した り,ま た企業 も自らの
人事 を公表 した りs財 務 内容 を公表 した りす る ことによって企業 の適切 なイ
メージ を造 り出す ことがで きる。
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他方で,企 業はインターネッ トに載せた情報 を顧客や消費者がいかに効果
的に速 くタイム リーにオープンさせ るかが鍵 となる。 これは企業のマーケテ
ィング能力やテクノロジーに掛かっていると言えよう。国際経営環境 に関連
する研究は基本的に外的環境 に限られているが,こ の論文で論 じられたイ ン
テリジェンス ・システムの効果的な展開 と運営 とい う企業の内部環境 も同様
に重要である。
これ まで見てきたことから明 らかなように,国 際経営環境 における企業の
生 き残 りとまたマーケティングの成功 にとって情報 は必要不可欠で中心的役
割を果たす。国際経営要因の1つ としての情報 システムを提案するために,
経営者は情報が重要であるのか重要でないのかを区別する方法を開発する必
要がある。 また,ネ ッ トを使用する際のセキュリティーの問題 も注意 されな
ければならない。 このことは特に,経 営者が電子 メイルを使用 して公的ある
いは私的ネッ トワークを使用する際に重要である。国際経営を行 う企業 は,
不法な侵入者に備 えてハー ドウエアー とソフ トウエアーの両面で整備 をしな
ければならない。 さらにコンピューター ・システムは,地 震などの天変地異
によって被害 を被 る危険性 もある。 したがって,適 切なバ ックア ップ ・シス
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